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金沢学院大学経済学部経済情報学科設置の趣旨等を記載した書類 

 

① 設置の趣旨及び必要性 

(1) 本学の教育研究の歩み 
本金沢学院大学の前身は、昭和 21年に創建された金沢女子専門学園（3年制）である。

昭和 25 年に金沢女子短期大学に移行し、その後昭和 27 年に金沢女子短期大学高等学校

（現、金沢学院高等学校）を併設し、地域の要望に応えた女子 5 か年一貫教育を築いた。

昭和 56 年には、金沢市の中心部から郊外の末町地区への総合移転を行い、昭和 62 年には

日本海側初となる女子大学である金沢女子大学（文学部のみ）を開学した。 

その後、平成 7 年に経営情報学科及び産業情報学科の 2 学科からなる経営情報学部を設

置するとともに、男女共学化を実現し、大学の名称を金沢学院大学に変更した。また、地

域社会が要請する高度な専門的職業人を育成するために、平成 11 年には大学院経営情報

学研究科博士前期課程（修士課程）を、平成 17 年には同博士後期課程（博士課程）を設

置した。経営情報学部では、平成 13 年に経営情報学科及び産業情報学科に加えて、ネッ

トワークビジネス学科を開設した。平成 16 年には産業情報学科の学生募集を停止し、平

成 18 年には既存 2 学科を改組し、経営・会計学科、情報ビジネス学科、スポーツビジネ

ス学科を開設して 3 学科構成とした。その後、平成 21 年には経営・会計学科を経営ビジ

ネス学科に名称変更し、平成 23 年にはスポーツビジネス学科を独立させスポーツ健康学

部スポーツ健康学科を開設した。また、平成 25 年には情報ビジネス学科を経営システム

学科に名称変更した。さらに、平成 28 年には経営ビジネス学科と経営システム学科を経

営情報学科に統合し、経営情報学部は経営情報学科の 1 学科体制となった。令和 2 年には

経営情報学部を改組し、経済学部経済学科・経営学科及び経済情報学部経済情報学科を開

設した。令和 6 年の情報工学部の開設に伴い、現在、経済情報学部経済情報学科は学生募

集停止となっている。 

開学以来、本学では建学の精神である「愛と理性」に基づく真摯な教育と有為な人材の

育成を行い、平成 25 年度から全学的に「生きる力の創造によって、学生が輝く大学にす

ること」と「地域に貢献できる学生を育てること」の 2 点に沿って、授業環境の整備、勉

強の質と量の両面の向上などの「学びの改革」を進めている。 

 

(2) 本学を取り巻く状況 

石川県内の大学を取り巻く環境は、18歳人口の漸減や大都市圏の大学への受験生流出、

さらには近隣大学間での学生募集競争の激化により、極めて厳しい状況が継続している。

本学においても、平成 11年に大学全体の入学定員充足率が 100％を割り込んで以降、平成

21年には入学定員 470人に対して入学者は 375人にまで落ち込んだ。その後、社会要請に

即した改組をした結果、近年は入学定員充足率が回復傾向を示し、安定した学生確保を実
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現している。しかしながら、長期的な人口動態を見据えれば、地方私立大学の学生募集に

関する厳しい状況は依然として継続している。 

他方、現在の社会は Society 5.0や第 4次産業革命がただ中にあり、AI、ビッグデータ、

IoT などの先端技術が産業や社会生活のあらゆる領域に浸透している。このような知識集

約型社会においては、単に技術を開発する人材だけでなく、それらの技術を自らの専門領

域に応用し、社会課題の解決や新たな価値の創造に結び付けることのできる人材が強く求

められている。「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（中央教育審議会答申、平

成 30 年 11 月 26 日）においても、「高度な専門知識を持ちつつ普遍的な見方のできる能力

と具体的な業務の専門化に対応できる専門的なスキル・知識の双方の人材育成」の重要性

が強調されている。また、「次期教育振興基本計画」（中央教育審議会答申、令和５年３月

８日）では、文理の壁を超えた「総合知」の創出や、デジタル人材の育成、さらには、持

続可能な社会の創り手の育成が必要であることが示されている。 

北陸地域においても、主力産業である製造業の高付加価値化や、観光業、流通業などに

おけるデータ活用を通じた生産性の向上、そして地方創生の実現に向けたイノベーション

が必要となっている。これら地域の現場課題を解決するためには、経済・経営のメカニズ

ムを理解した上で、情報技術を実践的なツールとして駆使できる人材の供給が急務となっ

ている。これらの地域の現状と課題を踏まえ、本学では“学びの融合と高度化”、そこか

ら“得られる学修成果”を高校生及びその保護者や高校教諭を対象に、オープンキャンパ

ス・併設高校での高大接続授業・本学及び要望のあった高校での模擬授業・入学前セミナ

ーなどで広く伝える取り組みを行っている。 

 

(3) 設置の趣旨 

上記の経緯と社会的・地域的要請を踏まえ、本学は現在の経済学部（経済学科、経営学

科）に、届出により新たに「経済情報学科」を設置し、3学科体制へと移行する。 

この改組の背景には、過去の学部体制における教育上の課題に対する真摯な自己点検が

ある。かつての経営情報学部では、1 学科内に経済学、経営学、経営情報学の 3 つの学問

領域を包含し、横断的な学びを提供していた。しかし、多様な分野を内包するがゆえに、

学生の関心が散漫になりやすく、自らの専門分野を絞り込み、大学における学修の集大成

である卒業研究を行うまでに十分な準備が整わない学生が存在するという課題が浮き彫り

となった。教員による個別指導の努力によって支えられてきたものの、このような状況の

常態化は教育の質低下を招くリスクを孕んでいる。この課題を解決するため、入学時点で

学科名称により学びの専門性が明確に提示される複数学科体制を構築する。 

「経済情報」という学科名称は、形のない経営資源であった情報が、情報通信技術の急

速な進歩により、従来のヒト・モノ・カネ以上の価値を持ち、新たな経済的価値を生み出

す源泉となっている現代の社会・経済構造を的確に表すものである。高校生にとっても自
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らが求める学びの内容が明確になり、文系でありながらデータ分析や AI 活用に関心を持

つ新たな受験者層の獲得が期待される。 

新設する経済情報学科は、これまでの経済学及び経営学の学問領域に、AIやデータサイ

エンスという新たな情報学の領域を有機的に融合させる。各学科がそれぞれの専門性を担

保しつつ、他学科の学びを一部共有する教育課程を相互に置くことで、1 年次には複数の

学問領域の基礎を横断的に学び、2 年次以降に自らの専門分野を段階的に深く掘り下げて

いく。これまでの横断的な学びのメリットを継承しつつ、専門性の深化を両立させる理想

的な教育体制を実現するため、経済情報学科では以下のカリキュラムを編成する。 

１年次には教養科目と同時に、経済学・経営学・経済情報学の導入を必修科目に、それ

らを引き継ぐ導入科目を選択科目に配置し、経済学を基盤とする経済システムの理解及び

情報学の思考法の基礎を学ぶ。2 年次より、経済学・経営学・経済情報学に関する科目と

並行してデータ分析を学ぶ科目群を配置すると同時に、その分析手法として強力なツール

となるプログラミングに関する知識と技術を身につけさせる科目を配置する。3 年次には、

それらを深化させた専門科目を配置すると同時に、経済学と情報学、経営学と情報学を融

合させた科目を配置する。これらの科目では、経済関係などの実データから出発し、その

分析に必要な手法として情報学的な概念を導入することにより学生が興味を持ち自ら学ぶ

教授法を実施する。さらに学生は、本学が全学的に導入している BYOD 環境（Bring Your 

Own Device：学生自身が所有するノートパソコン等の情報機器を学内の至る所で使用でき

る環境）において、休み時間や講義の空き時間に常に講義の予習復習を行うことができる。

これにより、情報学をツールとする様々な社会情報の分析学習に取り組める体制が整えら

れる。 

また、大学卒業後の進路保障は学生募集においても極めて重要な課題となっている。大

学教育の質保証を通じた、主体的に社会の形成に参画し、持続可能な社会の発展に寄与す

る人材の育成（中央教育審議会答申、令和 5 年 3 月 8 日）を実現するため、キャリア教育

及び就職支援の充実を図る必要性が一層高まっている。そのため、経済学部経済情報学科

においても、経済・社会の変化に対応して一人ひとりの学生がスムーズに職業生活に入っ

ていけるように、キャリア教育の更なる充実を実現する。 

このようなキャリア教育は学生が卒業後の進路を決定するために重要な要素であり、企

業人や公務員を主体的に目指す学生の学習をも保証していく。加えて、本学大学院経営情

報学研究科と連携し、学部・大学院教育の連続性の中で経営学・経済学・経済情報学に関

する個々の専門領域を生かし、これからの地域社会において積極的な役割を果たすことが

可能となる有為な人材を輩出する体制を維持する。 

また、今般の経済情報学科の設置により、学生が自らの興味・関心を足がかりとして学

習を進めることで、主体的に課題を発見し、その解決方法についても自ら積極的に学んで

いく力を身につけられるように従来の「能動的学修（アクティブ・ラーニング）」を継承

し、学生の主体的な学習を実現できるよう図る。 
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(4) 育成する人材像及び 3 つのポリシー 

本学科は、「次期教育振興基本計画」（中央教育審議会答申、令和５年３月８日）が掲げ

る「持続可能な社会の創り手の育成」や「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」

といった教育政策の方向性を踏まえ、また「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」

（中央教育審議会答申、平成 30 年 11 月 26 日）が求める学修者本位の教育への転換を実

現するため、以下の人材像及び 3つのポリシーを策定する。 

〇経済学部経済情報学科の育成する人材像 

 経済や企業経営のメカニズムに関する深い理解を基盤とし、データサイエンスや AI

の知見を融合させることで、グローバルな社会の潮流と地域の現場課題の双方を多角的

に分析できる人材を育成する。複雑化する地域経済や企業経営の諸課題に対し、実践的

な知性と情報技術を駆使して最適な解を導き出し、地域社会の未来を創造的に切り拓く

ことができる、行動力と倫理観を兼ね備えた人材を養成する。具体的には、以下の 3 点

に集約される。 

① 経済学・経営学の理論と、AI 社会の基盤となるデータサイエンスの専門知識を修

得している。 

② 三領域（経済学・経営学・経済情報学）の知見を融合し、社会課題の発見と革新

的な解決を主導できる。 

③ 高度なデータ分析に基づき、グローバルな視点と地域特性を活かした意思決定が

できる。 

 

また、経済学部経済情報学科の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

は、経済学・経営学・経済情報学を中心的学問として、それらを結び付けて考えるこ

とのできる人材の育成に基づき、以下のとおり定めるものとする。 

 

〇経済学部経済情報学科の卒業認定・学位授与の方針 

 経済学部経済情報学科は、大学の教育理念に基づき、所定の期間在学して厳格な成

績評価に基づく教育課程を修了し、以下の資質・能力を身につけた者に「学士（経済

情報学）」の学位を授与する。 

・経済学・経営学を中心的学問とし、情報化が進展する現代社会の構造や市場メカニ

ズムを論理的・体系的に理解している。 

・データサイエンスや AI に関する実践的な知識・技術を修得し、経済事象や企業活

動の実態を科学的に分析、処理、可視化することができる。 

・グローバルな視点と地域社会の特性の双方を踏まえ、客観的なデータ・エビデンス

に基づいて論理的に思考し、持続可能な発展に向けた課題を抽出して最適な解決策

を導き出し、他者に効果的に表現・伝達することができる。 
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・データの知見を高い倫理観のもとで運用し、多様な価値観を持つ人々と協働しな

がら、地域ビジネスの中核や組織の DX（デジタルトランスフォーメーション）を牽

引するプロジェクトマネジメントを主体的に実行できる。 

 

このような学位授与方針の下で学んだ学生の卒業後の進路は、本学科で修得した経済学

の理論的素養とデータサイエンスの実践スキルを生かすことのできる、広範な分野への進

出が考えられる。 

具体的には、データに基づく経営戦略を担う金融機関や製造業、エビデンスベースの政

策立案を行う官公庁に加え、高度な情報分析力が求められるマスコミ・商社・ITコンサル

ティング業等で活躍することができる人材を想定している。また、生成 AI 等の先端技術

を組織に実装し、業務プロセスを革新するためのプロジェクトマネジメント能力を活かし

て、IT 関連企業や地域企業における中核的な DX（デジタルトランスフォーメーション）

人材の養成を目指す。 

 

上記の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を満たす人材を育成するための教育課

程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）は以下のとおり定める。 

○ 経済学部経済情報学科の教育課程編成・実施の方針 

１.教育課程の編成については、1 年次において、大学での学修の基盤となる教養科目

と並行し、経済学、経営学、経済情報学の基礎理論を学ぶ導入科目を必修及び選択必

修として配置し、学問体系の俯瞰的な理解を促す。2 年次以降は、経済学・経営学の

専門科目と並行して、強力な分析ツールとなるプログラミング技術やデータサイエン

スの知識を身につける科目を段階的に配置する。3 年次以降は、これら三領域を融合

させ、より高度で実践的な専門科目を配置する。 

２.教育内容・方法については、主体的・対話的で深い学びを実現するため、本学が全

学的に整備する BYOD 環境を最大限に活用し、実社会の経済データや企業データを用

いた実践的な分析学習を日常的に行う。また、地域社会をフィールドとした PBL（課

題解決型学習）やゼミナール活動を推進し、理論と現実を架橋する能動的学修（アク

ティブ・ラーニング）を展開する。加えて、学生がスムーズに職業生活へ移行できる

よう、体系的なキャリア教育を低年次から組み込む。 

３.学修成果の評価は、シラバスに明示された到達目標に基づき、定期試験、レポート、

データ分析課題の実技評価、プレゼンテーション、平常の学修態度等を多面的に組み

合わせ、客観的かつ適切な成績評価を実施する。 

また、入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）は以下のとおり定める。 
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○ 経済学部経済情報学科の入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

経済学部経済情報学科は、本学科の教育理念及びディプロマ・ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシーに共感し、以下の資質・能力と意欲を持つ者を、多様な選抜方法（一

般選抜、総合型選抜、学校推薦型選抜等）により広く受け入れる。 

１. 知識・技能については、高等学校等の教育課程における国語、地理歴史・公民、数

学、外国語、情報などの各教科において、大学での学修の前提となる基礎的な学力

を有している。 

２.思考力・判断力・表現力については、社会の様々な事象に関心を持ち、多角的な視

点から物事を論理的に考察し、自らの意見を他者に明確に伝える基礎的な能力を有し

ている。 

３.主体性・多様性・協働性については、地域社会や企業経営における課題に対し、経

済学・経営学及び情報技術を活用して自ら進んで解決を図ろうとする強い探究心と行

動力を持ち、多様な人々と協調して主体的に学ぶ意欲を有している。 

（資料 1 養成する人材像とディプロマ・ポリシーの相関及び整合性） 

（資料 2 養成する人材像とカリキュラム・ポリシーとの相関及び整合性） 

（資料 3 カリキュラム・ポリシーとアドミッション・ポリシーの相関及び整合性） 

 

② 学部・学科等の特色 

前述の「① 設置の趣旨及び必要性」では、今般設置する経済学部経済情報学科の構想、

とりわけその必要性について記した。ここでは、経済学部経済情報学科の特色等を、その

教育目標及び地域貢献の観点から述べる。 

 

(1) 金沢学院大学及び経済学部経済情報学科の教育の目的 

本学は、平成 7 年の男女共学化及び大学名称変更と同時に経営情報学部を開設した。学

則第 1 条に掲げられた「広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授・研究し、知

的応用能力及び道徳的教養を豊かにして・・・創造性と実行力により文化日本の建設に貢

献し、進んで世界の平和と人類の福祉に奉仕する有為な人材を育成する」という教育目的、

及び「優れた経営管理能力と高度な情報活用能力を有し、国際性豊かなビジネスマンを育

成する」という経営情報学部の方向性は、デジタル化とグローバル化が加速する現代にお

いて、その有効性を失うどころか、社会における重要性を一層高めている。 

新たに設置する経済学部経済情報学科は、この普遍的な基本方向を継承・発展させ、経

済学・経営学・経済情報学を主たる学問分野として高度に融合させる。経済や経営のメカ

ニズムに関する理論的基盤の上に、膨大なデータを処理・分析するデータサイエンスの知
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識、アルゴリズムを実装するプログラミング技術、そして事象を科学的に推論する統計手

法を付加する。これにより、北陸地域をはじめとする地方の産業発展を牽引し、社会のあ

らゆるレベルで発生する多種多様な課題を自ら発見し、分析し、深い理解に基づいて実践

的に解決へと導くビジネススキルを修得させることを、教育研究上の最大の目的として定

めている。 

(2) 経済学部経済情報学科が地域社会に果たす役割・貢献 

本学経済学部（旧経営情報学部を含む）は、これまでにも多数の卒業生を地域社会に送

り出しており、その多くが地元石川県をはじめとする北陸地域の企業や自治体において中

核的な役割を担い、地域経済の活性化に貢献してきた実績を有する。新設する経済情報学

科においても、この地域貢献の使命を強く引き継ぐ。 

Society 5.0 が目指す人間中心の超スマート社会において、地方が持続可能な発展を遂

げるためには、Internet of Things(IoT)や AIがもたらす技術革新を活用し、地域のポテ

ンシャルを最大限に引き出す知恵が必要である。本学科が育成する、経済・経営の知見と

データ分析のスキルを兼ね備えた人材は、地域企業の DX を牽引する中核的 DX 人材として、

製造業の生産工程の最適化、金融機関におけるエビデンスに基づく経営戦略の立案、地域

商社や流通業における新たなビジネスモデルの創出、さらには官公庁における EBPM（証拠

に基づく政策立案）の推進など、広範な分野での活躍が期待される。また、地域社会のネ

ットワークに積極的に参画し、実践的な知性によって地域課題の最適解を導き出す人材を

継続的かつ安定的に供給することこそが、本学科が地域社会に対して果たすべき最大の役

割であり、貢献である。 

近年、大学と地域社会との結びつきを強めていこうという動きが強くなっている。本学

においても、金沢市や小松市、加賀市、白山市、七尾市、能美市、野々市市ら地元自治体

との地域連携活動が活発になっている。大学がこれまでに蓄積してきた研究活動の成果を

地域社会で利活用していくことは、大学の重要な役割である。 

こうした地域連携活動の場においては、学生の積極的な参加が欠かせない。学生にとっ

て、教室の中で学習するだけでなく、大学の外の地域社会に出て行き、地域社会の課題解

決に参加していくことは、生きた教材に接し、日頃の学修を通じて得た知識や技能を応用

するまたとない機会である。それは、地域社会のさまざまな人々とのコミュニケーション

をとおした、非常に効果的な学習になると期待できる。 

 

③ 大学、学部・学科等の名称及び学位の名称 

今回、届出設置する新たな学科では、設置の趣旨及び教育課程の編成において示した通

り、社会科学の根幹をなす「経済学」及び「経営学」を学問的基盤としつつ、そこに AI

社会のインフラである「経済情報学」の専門知識を有機的に融合させる教育研究を目的と

している。現代社会において、形のない経営資源であった「情報」は、情報通信技術の飛
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躍的な進歩により、有形の経営資源であるヒト・モノ・カネと同等の価値と意味を持つに

至っている。しかしながら、情報技術はあくまで課題解決のための強力な手段である。本

学科は、単なるプログラミングやシステム開発の技術者を養成するのではなく、地域経済

の活性化や企業経営の最適化といった社会的な目的を達成するための手段を実践的かつ倫

理的に活用する人材を育成する。その実現のため、これまでの経済学部の経済情報学専攻

の学びを独立させ、より学びをイメージしやすいものとして学科名称を「経済情報学科」

とし、本学科の学位の分野は「経済学関係」及び「工学関係」、学位の名称は「学士（経

済情報学）」とする。 

また、それらの英訳名称は、国際的な通用性を考慮し下記のものとする。 

 

 経済学部 Faculty of Economics 

 経済情報学科 Department of Economic Informatics 

 学士（経済情報学） Bachelor of Economic Informatics 

 

④ 教育課程の編成の考え方及び特色 

(1) 教育課程の編成の考え方 

カリキュラムは、経済学部経済情報学科のカリキュラム・ポリシーのもとに編成されて

いる。 

教養科目においては、初年次教育・キャリア教育に当たる科目群を配置することにより、

学生各人がその興味・関心に沿いつつ、それぞれの希望に叶う職業へ就き、自己実現でき

るよう配慮した。また、上述のように経済情報学科の育成する人材像は経済学及び経営学

の学びを基礎とし、地域社会における課題に対し、社会環境の理解と各種データの活用に

より、地域の産業の進展に貢献し地域社会を豊かなものにできる人材及び各種データを分

析するための ICT（情報通信技術）活用能力を修得し、それをツールとして用いて組織の

業務プロセスを革新するためのプロジェクトマネジメント能力を修得することにより、地

域の幅広い組織・企業において活躍できる人材である。これらの人材を育成するため、専

門科目においては学生一人ひとりがそれぞれの興味・関心に沿って複数の学問分野（経済

学・経営学・経済情報学）を横断的に学ぶことができることが重要と考える。並行してそ

れらの学修が可能なように配慮し、また、それらの専門性の高い科目群（専門選択科目中

の展開科目）の一部を、実務経験を持つ教員が担当することで学生が業務に必要となる知

識や技能を身につけられるよう配慮した。 
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(2) 教養科目の特徴 

教養科目は「修学基礎科目」・「人文・社会・自然科学科目」・「語学科目」・「スポーツ科

学科目」、「キャリア科目」の 5つの区分とする。 

修学基礎科目には、「学修基礎Ⅰa」及び「学修基礎Ⅰb」（いずれも 1 年次前期開講必修

科目）を設置し、大学での学修の基礎を学ぶ。具体的には以下のとおりである。「学修基

礎Ⅰa」では、戸惑いの生じやすい入学間もない時期に学生が混乱に陥ることを避けさせ

つつスムーズに大学生活に慣れさせる。学修ポートフォリオ等を用いて自ら目的を設定し

て大学での学修に臨む姿勢、つまり大学生としての基本的な学びの姿勢を身につけさせる。

学修基礎 Ia を引き継いで行われる「学修基礎Ⅰｂ」においても、引き続き履修指導を含

めて指導を行う。また、メディア・ネットリテラシー、法令遵守意識など、社会生活との

関係を含め、社会人に求められる汎用技能を、グループワークを通じて修得させるよう指

導する。 

キャリア科目には、地域貢献を視野に入れたキャリアプランニングを主体的に行うこと

を目的に、まず、「将来のありたい姿」を実現するために何を身に付けなければいけない

かの自覚を促す「キャリア基礎」（１年次前期開講選択科目）、その他に、企業と連携し、

学生の課題解決能力やコミュニケーション能力の自発的な獲得を促す科目として「FSP 講

座」（１年次前期開講選択科目）を置く。さらに、キャリア形成に取り組むために、「キャ

リアデザインⅠ」（１年次後期開講必修科目）、「キャリアデザインⅡ」（2 年次前期開講必

修科目）、「キャリアデザインⅢ」（2年次後期開講必修科目）を置いている。その上で、自

己分析と地域の企業研究などを踏まえて就職活動を行えるよう「キャリアプランニングⅠ」

（3 年次前期開講必修科目）、「キャリアプランニングⅡ」（3 年次後期開講選択科目）を置

いている。さらにインターンシップやボランティア活動の単位化を目的として「就業体験

（インターンシップ等）」及び「ボランティア体験」を置く。 

これらの科目の他、大学及び社会生活において必要な教養を身につけるため教養科目を

複数設置する。 

 

(3) 専門科目 

専門科目は「専門必修科目」と「専門選択科目」に大別し、それぞれを「基礎科目」と

「展開科目」に分ける。 

○ 専門必修科目：基礎科目 

専門必修基礎科目は専門科目群のベースと位置付けている。1年次に「現代経済論」（前

期開講）、「市場メカニズムⅠ（価格理論）」（後期開講）及び「経済情報学概論Ⅰ」（後期

開講）を必修とし、経済学と経済情報学の基礎を固める。さらに 2年次前学期には「AI概

論」を必修配置し、全学生が Society 5.0 の経済社会で活躍するための AIの基礎的メカ

ニズムと倫理的課題を必修として学ぶ構造とする。 

○ 専門必修科目：展開科目 
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3年次前期から 4年次後期まで、「基礎演習Ⅰ」、「基礎演習Ⅱ」、「演習Ⅰ」、「演習Ⅱ」を

必修とし、少人数教育による徹底した個別指導を通じ、課題設定・解決能力を育成し、卒

業研究を行うこととする。これらの科目においては、履修指導の他、就職活動の指導も含

めて行うこととし、一人ひとりの学生が希望する職に就けるよう支援する。 

○ 専門選択科目：基礎科目・展開科目 

基礎科目は多くの学生が履修することが望ましいという位置づけの科目であるが、必ず

しも強制するものではなく、学生が混乱せずに受講できることを意図した科目群の名称で

ある。展開科目についてはそれを学ぶ上で必要となる知識や技能を、履修系統図で示され

ている基礎科目で修得した後に履修することが望ましい科目である。 

 

 以下に、それぞれ経済学・経営学・経済情報学の分野に分けた科目群を示す。 

(A) 経済学系科目群 

上記「市場メカニズムⅠ（価格理論）」に引き続く科目として、「市場メカニズムⅡ（不

完全競争）」（２年次前期開講・基礎科目）、「市場メカニズムⅢ（数理デザイン）」（２年次

前期開講・展開科目）、「市場メカニズムⅣ（ゲーム理論）」（２年次後期開講・展開科目）

を設置した他、「マクロ経済モデルⅠ（１年次後期開講・基礎科目）」、「マクロ経済モデル

Ⅱ（２年次前期開講・基礎科目）」、「マクロ経済モデルⅢ（３年次前期開講・展開科目）」

を設置した。また、各論として、「デジタルエコノミー（２年次後期開講・展開科目）」、

「ソーシャル・メカニズム（２年次後期開講・展開科目）」、「国際金融論（２年次後期開

講・展開科目）」、「労働市場メカニズム（２年次後期開講・展開科目）」、「財政学Ⅰ」（3年

次前期開講・展開科目）、「経済政策論（3 年次後期開講・展開科目）」、「国際経済Ⅰ（3 年

次前期開講・展開科目）」、「国際経済Ⅱ（3 年次後期開講・展開科目）」、「地域経済エコシ

ステムⅠ（３年次前期開講・展開科目）」、「地域経済エコシステムⅡ（３年次後期開講・

展開科目）」などを設置した。 

(B) 経営学系科目群 

１年次前後期には、「会計情報リテラシーⅠ（基礎科目）」と「会計情報リテラシーⅡ

（基礎科目）」、「マネジメント基礎Ⅰ（基礎科目）」と「マネジメント基礎Ⅱ（基礎科目）」、

「実践簿記Ⅰ（基礎科目）」と「実践簿記Ⅱ（基礎科目）」などを設置し、２年次前後期に

は、「組織マネジメントⅠ」（基礎科目）と「組織マネジメントⅡ」（基礎科目）、「商業簿

記Ⅰ（基礎科目）」と「商業簿記Ⅱ（基礎科目）」、「マーケティング論Ⅰ」と「マーケティ

ング論Ⅱ」、「アントレプレナーシップ論Ⅰ」と「アントレプレナーシップ論Ⅱ」などを設

置した。3 年次には、「組織デザイン（前期開講・展開科目）」、「ビジネス・ストラテジー

（前期開講・展開科目）」、「グローバル・マーケティング（後期開講・展開科目）」、「ヒュ

ーマンリソース・マネジメント（後期開講・展開科目）」、「ビジネス・ケーススタディー
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（後期開講・展開科目）」などを設定した。４年次には、「マーケティング・リサーチ（前

期開講・展開科目）」、「監査論（後期開講・展開科目）」などを設置した。 

(C) 経済情報学系科目群 

本科目群では、1 年次開講の基礎科目として、「実践情報学」（前期開講）、「経済数理ア

ルゴリズム（後期開講）」、「データサイエンス基礎（後期開講）」、「プログラミング基礎

（前期開講）」を設置し、後期には、「プログラミング」を設置した。 

２年次前後期は、「経済情報学概論Ⅰ」を引き継いで「経済情報学概論Ⅱ（前期開講・

展開科目）を設置し、また、各種データ分析の基礎となる「経済データ分析Ⅰ（前期開

講・基礎科目）」と「経済データ分析Ⅱ（後期開講・基礎科目）」、「計量モデリングⅠ（前

期開講・基礎科目）」と「計量モデリングⅡ（後期開講・基礎科目）」を設置し、解析手法

を多く学ばせる。３年次には、現実社会におけるビッグデータ等の分析方法を学ぶ「金融

データ分析（後期開講・展開科目）」、企業のトップマネジメントの意思決定を支援するた

めの財務会計データを用いた「管理会計データ分析（後期開講・展開科目）を設定した。 

 

(4）主要授業科目の設定の考え方 

本学科では、「経済学・経営学の理論的素養」と「データサイエンスや AI の実践スキル」

を兼ね備え、客観的なデータ・エビデンスに基づいて地域ビジネスの中核や組織の DX を

牽引できる「学士（経済情報学）」の育成を目指している。この養成する人材像及び 3 つ

のポリシー（DP・CP・AP）を確実に具現化するため、主要授業科目を以下の 4 つの科目群

（①～④）に体系化し、1 年次から 4 年次にかけて段階的・発展的に配置する設計とした。 

① 学問体系の俯瞰と基盤形成を担う「導入・情報基礎科目群」【1年次配置】 

アドミッション・ポリシーにおいて求める基礎学力を有する入学者に対し、カリキュ

ラム・ポリシーの方針に基づき、1 年次に学問の全体像を俯瞰し、以降の専門的な学修

の基盤となる科目を集中的に配置する。 

主要科目の例 
『現代経済論』『経済情報学概論Ⅰ』『実践情報学』『プログラミング

基礎』『マネジメント基礎Ⅰ』など 

設定の考え方 

経済学、経営学、経済情報学の 3領域の基礎理論をジャンル横断的に

学ぶことで学問体系の俯瞰的理解を促すとともに、大学での学び

（BYOD 環境の活用等）に不可欠な情報リテラシーやプログラミング

の基礎技術を早期に定着させ、2 年次以降の高度な専門教育へスムー

ズに接続させる。 
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② 理論の体系的理解と数理・データ分析スキルを定着させる「コア専門・データサイエ

ンス科目群」【1〜2年次配置】 

ディプロマ・ポリシーが掲げる「現代社会の構造や市場メカニズムの論理的・体系的

理解」及び「データサイエンスや AI に関する実践的知識・技術の修得」を達成するた

めの核心（コア）となる科目を配置する。 

主要科目の例 

『市場メカニズムⅠ・Ⅱ・Ⅳ』『マクロ経済モデルⅠ』『AI 概論』『経

済数理アルゴリズム』『データサイエンス基礎』『経済データ分析

Ⅰ・Ⅱ』『計量モデリングⅠ・Ⅱ』『組織マネジメントⅠ・Ⅱ』『経済

情報学概論Ⅱ』など 

設定の考え方 

経済学の根幹である市場メカニズムやマクロ経済の理論的素養（座

学）と、強力な分析ツールとなる AI 概論、統計・計量モデリング、

経済データ分析などのデータサイエンス科目（演習）を同時並行で

段階的に履修させる。これにより、単なる理論の暗記にとどまら

ず、実社会の経済・企業データを科学的に分析・処理・可視化でき

る実践的な分析力を確実に定着させる。 

 

 

③ 理論と現実を架橋し、グローバル・地域課題にアプローチする「応用展開科目群」【2

〜3年次配置】 

DP の「グローバルな視点と地域社会の特性の双方を踏まえ、客観的なデータ・エビデ

ンスに基づいて論理的に思考し、持続可能な発展に向けた課題を抽出して最適な解決

策を導き出す」資質・能力を培うための応用科目を配置する。 

主要科目の例 

『デジタルエコノミー』『ソーシャル・メカニズム』『環境経済シス

テム』『グローバル・マーケティング』『金融データ分析』『地域経済

エコシステムⅠ・Ⅱ』及び関連法学（民法・商法・経済法・社会法

等）、国際経済・国際金融論など 

設定の考え方 

2 年次までに培った理論と分析スキルを基盤とし、現代のデジタル経

済、国際経済の動向、地域経済の循環（エコシステム）などの具体

的・今日的な課題群に応用する。また、法的思考（リーガルマイン

ド）の獲得を並行させることで、高い倫理観のもとで多角的な視野

から社会事象を考察し、持続可能な地域社会の発展に貢献するため

の応用力を養う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー設置の趣旨（本文）ー13ー



④ 三領域の融合と、主体性・協働性を実証する「演習・実践科目群」【3〜4年次配置】 

3 つのポリシーが共通して重視する「主体性・多様性・協働性」を育み、DP が掲げる

「多様な価値観を持つ人々と協働しながら、地域ビジネスの中核や組織の DX を牽引す

るプロジェクトマネジメントを主体的に実行できる」能力を完成させるための統合的

科目を配置する。 

主要科目の例 
『基礎演習Ⅰ・Ⅱ（3 年次）』『演習Ⅰ・Ⅱ（4 年次）』『マーケティン

グ・リサーチ（4年次）』 

設定の考え方 

3 年次以降に配置されたゼミナール（演習）活動を中心に、これまで

修得してきた「経済学」「経営学」「経済情報学」の三領域を融合さ

せ、地域社会や企業経営における現実の課題解決（PBL 的学修）に取

り組む。自らの意見を明確に伝える表現・伝達力、多様な人々と協

働するプロジェクトマネジメント能力、及びエビデンスベースに基

づく調査・リサーチ能力を、卒業研究等の能動的学修（アクティ

ブ・ラーニング）を通じて集大成し、スムーズな職業生活への移行

（キャリア形成）を確実なものとする。 

 

以上のように、本学科の主要授業科目は、1 年次の「導入・基礎」から始まり、2 年次

の「コア理論・分析スキル」、3 年次の「グローバル・地域への応用展開」、4 年次の「演

習による実践・統合」へと、年次を追うごとに順次性と体系性をもって配列されており、

3 つのポリシーに基づいた高度な経済情報人材を育成するために最も合理的な構造として

設定している。 

 

(5）一単位時間の設定の考え方 

本学科における一単位時間の設定にあたっては、大学設置基準第 21 条第 2 項の規定に

基づき、1単位の修得に必要な学修時間を 45時間（授業時間及び時間外学修時間の合計）

とすることを厳格な基準とする。その上で、ディプロマ・ポリシーに掲げた各資質・能力

を高い教育効果のもとで確実に修得させるため、授業形態ごとの特性及び必要な時間外学

修（予習・復習）の検証に基づき、1 コマ 90 分・原則 15 回開講の学事暦と連動させて、

以下の通り合理的な単位時間の設定を行う。 

１． 講義及び演習（1 単位あたり 15 時間の授業時間を設定／2 単位科目：授業 30 時間・

時間外 60時間） 

 主として、経済学・経営学を中心的学問とし、情報化が進展する現代社会の構造

や市場メカニズムを論理的・体系的に理解するための講義科目及びデータサイエン

スや AI に関する実践的な知識・技術の修得、客観的なデータ・エビデンスに基づく

論理的思考を担う演習科目（PC 等を用いた分析・処理等の演習を含む）においては、

1単位あたり 15時間、2単位科目において 30時間の授業時間（90分×15回、定期試

験等を除く）を設定する。これらの授業は、教室や演習室等で得られた知見を基に、
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学生が主体的に文献購読、数理的・統計的分析の復習、プログラミングコードの動

作検証、課題レポート作成等の時間外学修を行うことで教育効果が完結する。その

ため、教育課程表における 2 単位科目に対しては、授業時間 30 時間に対して 2 倍の

60 時間の時間外学修（1単位あたり 30時間）を課し、合計 90時間（1単位あたり 45

時間）の学修時間を厳格に担保する。なお、時間外学修の質の確保については、LMS

（学習管理システム）等を用いた事後課題の提示により実質化を図る。 

 

２． 実習（1 単位あたり 30 時間〜45 時間の範囲で設定／学外活動等の読替科目） 

 多様な価値観を持つ人々と協働しながら、地域ビジネスの中核や組織の DX を牽引

するプロジェクトマネジメントを主体的に実行する能力、及び地域社会の特性を踏

まえた課題解決力を実社会において実証的に養うための実習科目（就業体験やボラ

ンティア活動等の学外活動を対象とする読替科目）においては、学外での現場活動

そのものが直接的な教育効果を持つという特性に鑑み、1 単位あたり 30 時間から 45

時間の範囲（具体的な活動時間等）を授業（活動）時間として設定する。これらの

科目は、長期間にわたる現場での実践を主とするため、授業外における学修負荷の

過度な集中を避けるよう配慮しつつ、事前の行動計画策定や事後の成果報告書作

成・成果発表（プレゼンテーション）等の時間外学修（15 時間〜15 時間未満）を適

切に課すことで、合計 45時間の総学修時間を満たす設計とする。 

以上のように、本学科の教育課程においては、DPの達成に向けた教育効果と時間外学修

の連動性を科学的に考慮し、学生の実質的な学修成果を最大化できるよう一単位時間の設

定を行うものとする。 

 

(6) 一年間の授業期間や各授業科目の授業期間について 

本学科の教育課程における一年間の授業期間及び各授業科目の授業期間は、大学設置基

準第 22 条の規定に則り、教育効果の最大化と実質的な学修時間の確保を両立できるよう、

以下の通り設定している。 

１． 一年間の授業期間の考え方（十分な教育効果を確保するための通年設計） 

 一年間の授業期間は、定期試験等の期間を除き、35週にわたって設定することを原

則とする。学期制は「セメスター制（2学期制）」を採用し、第 1セメスター（前期）

及び第 2 セメスター（後期）のそれぞれにおいて、定期試験期間を除いた 15 週の授

業期間を厳格に確保する。これにより、学生が「経済学・経営学の理論的基礎」から

「データサイエンス・AIの実践的演習」へと、年間を通じて計画的かつ順次性・体系

性をもって学修を進めることができる十分な教育期間を担保している。 

 

２． 各授業科目の授業期間の考え方（原則 15回開講による教育効果の確保） 
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 各授業科目の授業期間は、原則として 15 週（1 コマ 90 分×15 回、1 セメスター完

結型）として構成する。 

 講義及び演習科目（2 単位）: 現代社会の構造や市場メカニズムを論理的・体系的

に理解する講義科目及び客観的なデータ・エビデンスに基づいて論理的に思考する演

習科目（PC を用いたデータ分析・処理等の演習を含む）においては、15 週にわたり

毎週継続的に授業を展開する。これにより、授業内での知識インプット・指導と、

LMS 等を通じた週ごとの時間外学修（予習・復習、プログラミングコードの動作検証

等）が密接に連動し、知識や技術が段階的に定着する高い教育効果を確保している。 

 実習科目（1 単位／就業体験・ボランティア活動等の読替科目）: 学外での実践活

動を対象とする「実習」科目においては、15 週（1 セメスター）という期間の枠組み

を柔軟かつ効果的に活用する。長期間にわたる現場での実践（就業体験やボランティ

ア活動）の時間を適切に確保するとともに、活動期間の前後に十分な「事前指導（行

動計画策定等）」と「事後指導（成果報告書作成・成果発表等）」の期間を組み込む。

これにより、単なる学外活動にとどまらず、多様な価値観を持つ人々と協働しながら

プロジェクトマネジメントを主体的に実行する能力を実証的に養うという、高い教育

的効果を担保している。 

以上のように、本学科の教育課程においては、1コマ 90分・原則 15回（15 週）の開講

を基本としつつ、科目の特性（学内での理論・演習、学外での実習）に応じた最適な期間

設計を行うことで、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を学生が確実に修得できる

体制を整えている。 

⑤ 教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

(1) 教育方法 

中央教育審議会答申が示す「教員が何を教えたか」から「学生が何を学び、身に付けた

か」への学修者本位の教育への転換を実現するため、本学科では以下の教育方法を導入す

る。 

1. 実践的な能動的学修（アクティブ・ラーニング）の展開 

経済理論・経営理論と実社会の現実とを架橋するため、地域をフィールドとしたゼミ

ナール活動（「基礎演習」、「演習」）や PBL（課題解決型学習）を積極的に取り入れる。

現実の地域経済や企業が抱える生きた課題を題材に、データに基づくディスカッション

やグループワークを実施し、学生の主体的な関与と他者との協働を引き出す。 

2．BYODを活用したデータ駆動型学習 

本学が全学的に整備する BYOD 環境を最大限に活用する。学生は自ら所有するノートパ

ソコン等の情報機器を学内の至る所で使用し、休み時間や講義の空き時間に予習・復習

を行うだけでなく、講義中においても経済データの収集や統計分析、プログラミング演
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習を実施する。これにより、経済情報学をツールとする社会情報の分析スキルを日常的

な学修行動として体化させる。 

 

(2) 履修指導方法 

大学設置基準における適切な時間外学修の確保に基づき、本学では各セメスターにおい

て、卒業要件となる履修可能な単位数の上限を 24 単位、年間では 48 単位と定めている

（以下、CAP制と呼ぶ）。経済学部経済情報学科においても CAP制の下、学生が各セメスタ

ーにおいて適切な履修を行い、十分に学修を深めることができるよう履修指導を行う。な

お、CAP制は「就業体験（インターンシップ等）」、「ボランティア体験」及び集中講義科目

にも適用される。 

各年次について述べる。既に記したことであるが、1 年次においては「学修基礎Ⅰ」に

よる履修指導を行うことにより、学生が適切な科目を履修し、自らの興味・関心に沿って

学びを深められるよう指導を行う。また、２年においては、「キャリアプランニングⅡ」

により、早期に「将来の成りたい自分」の実現を目指して、修得すべき知識・技能や資格

について、経済学・経営学・経済情報学の分野から適宜履修するように指導を行う。これ

により、3年次・4年次のゼミ活動（3年次前期から 4年次後期まで卒業研究を行う「基礎

演習Ⅰ」、「基礎演習Ⅱ」、「演習Ⅰ」、「演習Ⅱ」での研究活動）での専門性を深める際、そ

れまでの履修状況から選択肢が縛られることのないように、また逆に、各分野への関心が

散漫な状態に陥り、どの分野を志望すればよいか分からないということがないように十分

に配慮する。3 年次、4 年次においてはゼミ指導教員が学生一人ひとりの志望や能力に応

じて適切に履修指導を行う。この際に、「就業体験（インターンシップ等）」「ボランティ

ア体験」の履修も考慮に入れ、学生が学内のみならず、学外でも体験的に学修を進められ

るよう指導を行う。 

なお、1 年次・2 年次はグループアドバイザーが、3 年次・4 年次はゼミ指導教員が履修

指導に責任を持つこととするが、学科会議等を通して学生情報の共有を図り、経済情報学

科として組織的に指導に当たることで学生一人ひとりの人間的成長を支える。 

 

(3) 卒業要件及び履修モデル 

経済情報学科の卒業要件は、4 年以上在学し、体系的な授業科目の履修による単位の修

得を行うとともに、卒業に必要な単位数を修得しなければならない。 

卒業に必要な単位数は、教養科目の必修科目から 16 単位、教養科目の選択科目から 16

単位以上、専門科目の必修科目から 14 単位、専門科目の選択科目から 82 単位以上を修得

し、合計 128単位以上修得しなければならない。 

なお、参考までにプログラミング能力を中核とした情報活用能力・情報分析能力を身に

付け、ビジネスの現場においてデジタル技術を駆使して新たな価値を創造できる人材の養

成を目的とした履修モデル①と、地域経済やビジネスプロセスの理解に基づき、各種統計
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データから社会の現状を精緻に把握し、客観的なエビデンスに基づいて課題解決を主導で

きる人材の養成を目的とした履修モデル②を資料 4 及び資料 5 に示す。また、履修モデル

に示された科目を履修可能な時間割の一例を資料 6 に示す。時間割には編成が可能なこと

を確認することを目的として、経済情報学科の基幹教員の氏名が記載されている。 

(資料 4 経済情報学科 履修モデル①) 

(資料 5 経済情報学科 履修モデル②) 

(資料 6 経済情報学科 時間割) 

 

(4) 履修科目の年間履修登録上限の設定 

 本学では、既に述べた通り CAP 制を設定し、半期に履修可能な単位数の上限を 24 単位

（年間 48 単位）とすることにより、事前の準備・事後の展開を含め学修時間の確保を図

り単位の実質化を担保している。 

 この上限 24 単位については以下のように算定した。まず、本学科の教育課程に含まれ

るほぼすべての授業が 2 単位であることを踏まえると、履修可能な単位数上限が 24 単位

であることは、半期あたり 12 科目の履修を実質的な上限とすることを意味する。多くの

科目について 1 科目 1 週間当たりの授業時間数は 90 分であるので、事前・事後の学修を

含めて 1科目を学修するためには 270分（4時間半）を要するとし、上限科目数の 12を乗

ずることにより 54 時間を得る。これを月曜から土曜までの 6 日間で割り、学生の 1 日あ

たりの学修時間を算出すると 9 時間となる。従って、これ以上の履修は学修時間の確保を

妨げる恐れがあるため、24単位を上限とすることにした。 

 

(5)他大学における授業科目の履修等 

 教育上有益と認められる時は、本学入学前に他の大学（または短期大学）において 履

修した授業科目について既に修得した単位を、本学における授業科目の履修により修得し

たものとみなすことができる。また、同じく教育上有益と認められる時は、本学の定める

ところにより、当該他大学（または短期大学）において修得した単位については、60単位

を限度として卒業要件単位として認めることとしている。 

 

⑥ 企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施す

る場合の具体的計画 

本学部では、体験型のキャリア教育選択科目として「就業体験（インターンシップ等）」

と「ボランティア体験」を実施する。「就業体験（インターンシップ等）」は、企業等にお

いて一定期間、実際の業務を体験し、仕事や職業に対する理解を深めて、社会人として活

躍していく基盤を形成することを目的とした実習科目であり、「ボランティア体験」は、
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ボランティアの理念、目的、意義、現状や問題点を理解した上で、学生の主体的な計画の

下にボランティア活動を体験し、ボランティア活動が信頼を育むコミュニケーションであ

ることを学ぶ実習科目である。これらの活動を通して、地域における自治体や企業が抱え

る課題について認識し、さらに組織の一員として課題に取り組む体験から、社会人として

地域に貢献するために求められる能力や人間性についての理解を深め、自分自身の成長に

主体的に取り組むことを目指す。 

 

ア 実習先の確保の状況 

「就業体験（インターンシップ等）」においては、学生が大学で学んだデータ分析手法

や経済理論を実際のビジネス現場でどのように応用できるかを体感できるよう、製造業、

金融業、情報通信業、官公庁など、本学科の卒業生が活躍を想定している広範な職種の実

習先を確保している。特に、組織の DX を牽引できる人材育成の観点から、IT 技術の実装

やエビデンスベースの意思決定に触れられる環境を重視している。令和 7 年度実績におい

て、342 組織の企業等を確保できており、就職支援部と連携しながら、学生の希望に応じ

た実習先を選択できるようになっている。 

「ボランティア体験」においては、産学地域連携センターと連携し、金沢市で実施され

る「金沢マラソン」などの大規模な地域イベントの運営ボランティアや、周辺自治体から

の要請に応じた北陸ならではの「学生雪かきボランティア」など学生の主体的な関与が求

められる場を確保している。地元の自治体や企業・団体との密接な連携協定に基づき、単

なる体験に留まらない、実効性の高い実習プログラムの維持に努めている。その他、国際

交流センターと連携し、海外ボランティアの募集も実施し、グローバル人材の育成に欠か

せない英語を使ったコミュニケーション力を養う場も提供している。 

 

イ 実習先との連携体制 

「就業体験（インターンシップ等）」では、科目担当者と就職支援部が責任窓口になり、

実習先組織と実習期間中及び事前・事後の連携を実施する。インターンシップ参加者は、

全員が「事前研修」に参加し、意識付け及び実習先組織についての理解に取り組む。イン

ターンシップ終了後は報告書の提出を義務付けている。 

「ボランティア体験」では、科目担当者と学生部が責任窓口になり、実習先組織と実習

期間中及び事前・事後の連携を実施する。ボランティア参加者は、全員が「事前研修」に

参加し、意識付け及び実習先組織についての理解に取り組む。問題や事故が生じた場合は、

速やかに科目担当者が中心となって対応に当たる。 

 

ウ 成績評価体制と単位認定方法 

「就業体験（インターンシップ等）」では、実習終了後、これまでの学修と実際の就業

体験との検証を踏まえて成果発表会を行い、「インターンシップ報告書」を作成し、その
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内容に基づいて担当教員が単位認定を行う。「ボランティア体験」では、活動終了後、活

動を通して学んだことを振り返るための「ボランティア体験報告書」を作成し、その内容

に基づいて担当教員が単位認定を行う。 

エ その他特記事項 

該当なし 

(資料 7 令和 7年度インターンシップ受け入れ先組織一覧) 

 

⑦ 入学者選抜の概要 

経済学部経済情報学科では、アドミッション・ポリシーに基づき、以下のような選抜を

実施する。 

本大学の入学者選抜は、区分上、総合型選抜、学校推薦型選抜、一般選抜（Ⅰ～Ⅲ期）、

大学入学共通テスト利用選抜（Ⅰ～Ⅲ期）の別を設けており、経済情報学科についても同

様とする。総合型選抜においては、多様な入学者選抜制度となるため、自己推薦方式、資

格取得方式、文化・芸術活動方式、スポーツ活動方式、吹奏楽活動方式、学力選抜方式

（専願制及び併願制）の選抜方式を設け、学校推薦型選抜においても、指定校推薦、公募

推薦専願制・併願制、専門・総合学科推薦の選抜方式を設けている。経済学部においては、

さらに全国商業高等学校協会特別推薦を設けており、経済情報学科についてもそれを踏襲

する。各試験区分の募集予定人員を次に示す。 

表 1 各選抜区分の募集人員 

選抜区分 区分 募集人員 

総合型選抜 － 10名 

学校推薦型選抜 － 12名 

一般選抜 

Ⅰ期 7名 

Ⅱ期 2名 

Ⅲ期 1名 

大学入学共通テスト利用選抜 

Ⅰ期 5名 

Ⅱ期 2名 

Ⅲ期 1名 

社会人選抜 － 若干名 
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先に述べたように、本学科のアドミッション・ポリシーは、以下のように定める。 

１. 知識・技能については、高等学校等の教育課程における国語、地理歴史・公民、数

学、外国語、情報などの各教科において、大学での学修の前提となる基礎的な学力

を有している。 

２. 思考力・判断力・表現力については、社会の様々な事象に関心を持ち、多角的な視

点から物事を論理的に考察し、自らの意見を他者に明確に伝える基礎的な能力を有し

ている。 

３. 主体性・多様性・協働性については、地域社会や企業経営における課題に対し、経

済学・経営学及び情報技術を活用して自ら進んで解決を図ろうとする強い探究心と行

動力を持ち、多様な人々と協調して主体的に学ぶ意欲を有している。 

受験者の資質・能力は、このアドミッション・ポリシーに沿って、以下のように入学者

選抜区分別に確認する。  

表 2 選抜方法とアドミッション・ポリシーの対応 

選抜区分 出願方式 選抜方法 アドミッション・ポ

リシーとの対応 

総合型選抜 
 

自己推薦方式 

資格取得方式 

文化・芸術活動方式 

小論文 

面接 

志望理由カード 

調査書等 

２ 

２、３ 

３ 

１ 

スポーツ活動方式 

吹奏楽活動方式 

面接 

志望理由カード 

調査書等 

２、３ 

３ 

１ 

学力選抜方式 

（専願制/併願制） 

科目試験 

入学希望理由書 

調査書等 

１、２ 

２、３ 

１ 

学校推薦型選抜 指定校推薦 

公募推薦専願制（総

合評価方式） 

小論文 

面接 

入学希望理由書 

調査書・推薦書等 

２ 

２、３ 

２、３ 

１ 

公募推薦併願制（基

礎評価方式） 

科目試験 

入学希望理由書 

調査書・推薦書等 

１ 

２、３ 

１ 

専門・総合学科推薦

（併願制） 

小論文 

面接 

入学希望理由書 

調査書等 

２ 

２、３ 

２、３ 

１ 

全国商業高等学校協

会特別推薦（専願

制） 

面接 

入学希望理由書 

調査書等 

２、３ 

２、３ 

１ 
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一般選抜 3科目型 

2科目型 

科目試験 

調査書等 

活動報告書（志望理

由書）※任意 

１、２ 

１、３ 

２、３ 

大学入学共通テスト

利用選抜 

3科目型 

2科目型 

大学入学共通テスト 

調査書等 

活動報告書（志望理

由書）※任意 

１、２ 

１、３ 

２、３ 

社会人選抜 ― 

 

小論文 

面接 

志望理由書 

調査書等 

２ 

２、３ 

２、３ 

１ 

 

社会人の受け入れについては、全学的に専願制の社会人選抜によって、24歳以上で社

会人経験（家事及び家事従事者を含む）のある者を募っており、既修得単位の認定につい

ては、本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に他の大学若しくは短

期大学において履修した授業科目について修得した単位、又は文部科学大臣が別に定める

学習成果若しくは資格試験の合格等の成果を、本学へ入学後、本学における授業科目の履

修とみなし、単位を認定することができる。これらは転入学等の場合を除き、本学におい

て修得した単位以外のものについては、本学の定めるところにより、本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて 60単位を超えないものとしている。 

これまで継続して、この選抜制度の下で、各種媒体や機会を通じて、本大学の教育理念

及び教育の実際や各種支援等に関する情報発信を行い、受験生の出願につながるよう努力

している。具体的には、ホームページの公開、キャンパスガイドの配布、新聞・雑誌への

広告掲載等を通じた情報発信に加え、より対象を絞った情報発信・提供は、本学における

オープンキャンパス（3～12月）や進学相談会を通して行っている。特にオープンキャン

パスにおいては、志望学部・学科の教員と先輩学生による面談（Q&A）、体験授業、先輩学

生による学部紹介プレゼンテーション、先輩学生の案内による施設見学・学食体験、職員

による学生生活支援体制の説明（就職、資格取得支援、奨学金、寮、アパート他）を行っ

ている。また 6月上旬から中旬にかけて、主として進路指導担当の高校教員を対象とする

募集説明会を北陸地区 5か所、信越地区 4か所の合計 9か所で開催し、高校側への情報発

信も引き続き行う。その後は、教員あるいは入試広報担当の職員の高校訪問により、本学

への理解の浸透を図っている。 

 

⑧ 教育研究実施組織等の編制の考え方及び特色 

本学科においては、経済学・経営学の理論と、AI社会の基盤となるデータサイエンスの

専門知識を修得し、三領域の知見を融合して社会課題の発見と革新的な解決を主導できる

人材、ならびに高度なデータ分析に基づき、グローバルな視点と地域特性を活かした意思
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決定ができる人材の養成を教育研究上の目的として設定している。これらを実現するため、

学生に「経済・経営の基礎理論と現代社会の論理的理解」「データサイエンスの知識と経

済事象の科学的分析・処理能力」「地域経済の現状把握と課題抽出能力」「データの倫理的

運用と地域ビジネスの中核としての課題解決行動力」を確実に修得させるための最適な教

員組織を以下の通り編制した。 

1. 基幹教員の配置及び教育上主要と認める授業科目との連動 

 「学士（経済情報学）」の学位プログラムを体系的かつ確実に実施するため、改正

大学設置基準の趣旨に則り、当該学位プログラムの教育研究に主体的・継続的な責任

を負う「基幹教員」を中心とした、責任ある教育研究実施組織を編制する。 

 新設する経済情報学科には、経済学、経営学及び情報学・データサイエンス分野に

おいて高度な学術的業績と教育経験を有する計 8 名（教授 5 名、准教授 2 名、講師 1

名）の専任教員を基幹教員として配置する。この編制は、既存の経済学科から 6 名

（教授 4 名、准教授 1 名、講師 1 名）、経営学科から 2 名（教授 1 名、准教授 1 名）

の教員が異動することで実現される。この異動により、これまで本学が培ってきた地

域社会との連携ネットワークや教育実績を新学科へとシームレスに継承し、開設初年

度から高い教育研究水準を担保することが可能となっている。 

 特に、本学科の教育課程における「教育上主要と認める授業科目（主要授業科目）」

に対しては、これら 8 名の基幹教員を専門分野に応じて濃密かつ適切に配置している。

基礎理論を担う『経済情報学概論Ⅰ・Ⅱ』『AI 概論』をはじめ、コアとなる『市場メ

カニズムⅠ・Ⅱ』『経済データ分析Ⅰ・Ⅱ』『会計情報リテラシーⅠ・Ⅱ』、さらに地

域課題に直結する『地域経済エコシステムⅠ・Ⅱ』や集大成となる『基礎演習Ⅰ・Ⅱ』

『演習Ⅰ・Ⅱ』等の主要科目を基幹教員が直接担当・指導する体制を整えており、学

位プログラムの質保証を達成する。 

 さらに、本学科の特徴として、基幹教員のうち半数（4名）を実務家教員が占める編

制としている。これにより、産業界や官公庁のリアルタイムなニーズや課題解決のノ

ウハウを教育課程に直接反映させることが可能となる。学術面で高い専門性を持った

研究者教員と、豊富な実務経験を持つ実務家教員が密に協働・配置されることで、理

論と実践を高度に融合させた教育研究を展開する。 

 

2. 中心となる研究分野及び研究体制 

 当該教育研究実施組織において中心となる研究分野は、現代社会の構造を読み解く

「経済学・経営学分野」と、最先端の「情報学・データサイエンス分野」の 2 つであ

り、これらを相互に結びつけた「経済情報学」を協働的に推進する研究体制を構築す

る。 

 具体的には、数理的アプローチや計量モデリングを専門とする教員と、デジタルエ

コノミーやマーケティング・リサーチ等の実務に精通した実務家教員が一体となり、

実社会のビッグデータや地域企業・自治体の実態データを共同で活用・分析する体制

を整備する。これにより、教員個人の研究活動を活性化させるだけでなく、その先進

的な研究成果を日々の授業（BYOD 環境を活用した実践的分析学習等）や PBL（課題解
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決型学習）、ゼミナール活動へとダイレクトに還元し、学生に対して「理論と現実を

架橋する能動的学修」を提供する研究・教育一体型の体制を敷く。 

３． 教員の年齢構成、定年規程及び教員補充計画 

 専任教員の年齢構成は、完成年度において、30 歳代 1 人、40 歳代 1 人、50 歳代 1 人、

60歳代 5人となり、熟達の域にある教員を中心として専門教育を教授するに相応しい教員

構成としており、また、その後の中核となる 30～50 歳代が 3 人と一定数配置されている

ことから、次世代教員の育成を実現可能とする年齢構成と考える。なお、60歳代の 4人の

教員について、完成年度には本学就業規則における定年を超えるものの、本学人事委員会

で完成年度までの特別任用が既に決定しており、専任教員の配置計画について支障はない。 

 当該教員の補充計画について、完成年度以降は、経済学・経営学の理論に関する新たな

研究を推し進めることのできる力量を有する教員やデータサイエンス・AIの分野で実践的

な経験を積んだ積極進取の教員を計画的に採用し、教育研究水準の継続的な維持向上を図

っていくこととする。具体的には、令和 11 年 4 月に主要な科目である経済データ分析分

野、地域経済エコシステム分野の教員を採用する計画としている。いずれも教授又は准教

授で、40 歳代から 50 歳代を想定している。また、同年にプログラミング分野の教員を採

用する計画としている。なお、同分野に教授 1名がいることから、30歳代の講師又は助教

を想定している。 

４． その他の教育支援及び学生サポート体制 

 また、経済学部経済情報学科の教育課程を維持するには、経済学部に所属するその他教

員の協力が必要である。これらの教員のほとんどは、修士以上の学位を有し、優れた専門

的力量を備えており、本学科の教育・研究を十分に支えることができる教員である。更に、

多岐にわたる分野をカバーするために、必要最小限度の範囲において、他大学研究者等に

非常勤講師としての協力を仰ぎ、本学経済学部経済情報学科の運営を行うこととしている。

その他、授業の履修に関しては教務部が、厚生補導に関しては学生部の職員がグループア

ドバイザーと連絡を密に取るなどして、1 人 1 人の学生をサポートする体制を整えている。 

（資料 8 就業規則（抜粋）） 

 

⑨ 研究の実施についての考え方、体制、取組 

１.文理の「総合知」を体現する多様な教員構成 

配置される基幹教員は、マクロ・ミクロ経済モデルや組織マネジメントを専門とする

社会科学系の教員と、プログラミング、データサイエンス、AIの社会実装を専門とする

情報科学系の教員によって構成される。この文理の壁を超えた多様な専門性を持つ教員
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陣が同一学科内で有機的に連携・協働することで、学生に対して「理論的アプローチ

（経済・経営）」と「実践的・技術的アプローチ（情報）」の双方から複眼的な指導を行

う体制が整えられている。 

2.  組織的な教育力向上の推進 

新しい文理融合型のカリキュラムを効果的に運用し、学修者本位の教育を具現化する

ため、教育研究実施組織全体としての Faculty Development(FD)を継続的に推進する。

具体的には、教員間でのシラバスの相互点検、授業公開・見学会の実施、アクティブ・

ラーニング手法に関する学内研修会を定例化する。また、Moodle 等による Learning 

Management System（LMS）や教育データ分析の利用により、事務職員を含めた Staff 

Development(SD)を連動して行い、教職協働による教育支援体制を強化する。 

 

⑩ 施設、設備等の整備計画 

ア 校地、運動場の整備計画 

 本学では、学生が学修に専念できる落ち着いたゆとりのある環境を整えることを基本として

いる。 

本大学専用分及び本法人の設置する金沢学院短期大学との共有分を含めた校地面積

139,014 ㎡については、大学が必要とする基準面積 37,300 ㎡（収容定員 3,730×10 ㎡）、

短期大学の基準面積 3,200 ㎡（収容定員 320×10 ㎡）を上回っており、設置基準上の問題

はない。 

学生間の交流や休息を目的として、カフェテリアや売店・食堂、屋上広場などを備え、

学生が集い賑わう休息の場として活用されている。図書館内のラーニングコモンズは、可

動式の机や椅子を完備しており、グループワークや学生・教職員間の活発なコミュニケー

ションの場となっている。 

①スポーツ施設 

オリンピック出場選手を含めたトップアスリートの育成及び本学の学生の健康の維持増

進を目的とした充実した運動設備環境を整えている。グラウンドは２つあり、校舎に隣接

する大学・短期大学共用の第 1 グラウンドは 10,612 ㎡の広さがあり、体育授業で使用す

るほか、夜間でもソフトボールができるようにナイター照明の設備を備えている。第 2 グ

ラウンド 34,306㎡には、野球場が設置されている。体育館は 3つ（第 1体育館 1,715㎡、

第 2 体育館 3,391 ㎡、第 3 体育館 1,206 ㎡）を設置しており、バスケットボールコートや

バドミントンコート、トランポリンの練習場のほか、武道場、トレーニングルームを完備

している。上記のほか、人工芝を備えた屋内練習場、弓道場、相撲場、テニスコート、多

目的グラウンドも整備している。 
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②講堂 

1 階と 2 階合わせて 500 席を有し、授業のほか講師を招いての講演や学内イベントなど

多様な催しに活用している。 

③寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導施設 

本学では周辺に学生寮 4 棟が整備されており、第三、第四清鐘寮は女子学生寮で、それ

ぞれ 110 室、完全個室で家具や備品を完備し、セキュリティも万全となっている。管理栄

養士が朝・夕食を提供し、健康管理も行き届いている。寮生活を「教育の場」と位置づけ、

大学や短大の授業などでは得られない力を育成し、また寮行事を通して「自立性」「課題

を解決する力」「多様性を理解する価値観」を育むことを目指している。保健・相談施設

としては、学内に保健室・なんでも相談室を備えている。保健室では学生自身が健康への

関心と理解を深め、充実した学生生活を送っていくことができるようサポートし、健康診

断や病気・ケガなどへの応急処置のほか、身体や心の健康相談・指導を行っている。なん

でも相談室においては、外部から招いた専門カウンセラー及び経験豊かな本学教職員カウ

ンセラーが心身の健康、人間関係、修学・履修、進路・就職、その他、どんな学生生活上

の問題についても相談に応じ、学生自身が、不安なく充実した学生生活を送っていくこと

ができるようサポートしている。食堂については、大学構内にカフェテリアと、2 つの食

堂があるほか、附属の中高一貫校の校舎内に学園の学生・生徒が誰でも利用可能な「学園

大食堂」（350席）があり、1日 3食、土日祝日も営業している。 

以上の通り、本学科の設置にあたって、教育・厚生補導を適切に行うための施設・設備

は、設置基準を十分に満たす広さと最新の機能を備えて整備されており、学生が充実した

キャンパスライフを送る上で支障のない環境を確保している。 

 

イ 校舎等施設の整備計画 

 

本学科の施設・設備整備にあたっては、経済学・経営学の理論とデータサイエンスの知

見を融合させる「文理融合型教育」の具現化を基本方針としている。特に、全学的に推進

している BYOD 環境を活用し、学生が自らのノートパソコンを講義室、演習室、自習室、

さらにはラーニングコモンズ等のあらゆる場所で活用し、実データの収集・分析・プログ

ラミングを行える「動的な学修環境」の構築を重視している。 

本学科の定員（入学定員 40 名、収容定員 160 名）及び学部全体の規模（入学定員 230

名、収容定員 930 名）に照らし、教育課程を適切に実施するために必要な施設を以下の通

り整備する。 

• 教員研究室の整備：本学科の教育研究に主体的・継続的な責任を負う基幹教員 8名

に対し、専用の研究室 8室を確保している。各研究室は個室として整備されており、

オフィスアワーにおける学生の履修相談や生活指導において、プライバシーが厳

ー設置の趣旨（本文）ー26ー



守される環境を整えている。また、学生の教育情報や個人情報の管理についても、

施錠管理を含めた機密性が十分に確保されている。 

• 授業形態に応じた教室の整備：学部共通科目など、100 名〜200 名規模の学生を収

容する講義については、学内の大型講義室を活用するなど、本学全体で 122室の教

室を有しており、教務部が全学部の時間割や人数に応じて教室利用を管理してい

るため、本学科を開設したのちも問題なく運営できる。「コンピュータ基礎演習」

や「プログラミング基礎」など、特定の機器を必要とする授業については、タブ

レット 50 台を完備した ICT ルームや PC 教室を使用する。受講者数を概ね 40 名以

下に制限し、一人ひとりに指導が行き届く環境を維持する。3・4 年次の「基礎演

習」「演習」については、教員 1人に対し 15名程度以下の演習室を使用し、教員と

学生の双方向の対話を促進するため、可動式の机・椅子を備えた教室を優先的に

配置する予定である。 

今回の組織改編は、経済学部の全体定員（収容定員 930 名）を維持しつつ、学科間の定

員振替（経済学科の大幅減、経済情報学科の新設）を行うものである。したがって、既存

の校舎・教室の範囲内で十分に運用が可能である。また、全学的な Wi-Fi 環境の網羅によ

り、学生は専用の PC 教室に頼らずとも、一般講義室や図書館のラーニングコモンズでデ

ータ分析やレポート作成ができる。これにより、施設利用の柔軟性が高まり、教育課程の

実施に支障をきたすことはない。 

以上の通り、本学科の設置に伴う校舎等の整備計画は、基幹教員全員への個室研究室の

提供及び授業形態に合致した多様な教室群の確保により、教育研究水準を高く維持できる

体制を整えていると言える。 

 

ウ 図書等の資料及び図書館の整備計画 

本学の図書館は図書資料約 230,000冊、学術雑誌等約 235種を所蔵しており、図書等の

所蔵目録はほぼデータ化され WebOPAC(Online Public Access Catalog)に公開されている。

館内では電子書籍、学内用データベースとして Maruzen eBook Library、JSTOR、IEEE 

CSDL、Journal of Food Science、Journal of Nutrition、月刊トレーニングジャーナル、

日本臨床栄養学会雑誌、ジャパンナレッジ Lib、学術機関リポジトリポータル IRDB、

LEX/DB、日経バリューサーチ、判例秘書等を閲覧・参照可能としており、デジタル情報資

源の充実化を図っている。 

なお、本学図書館は併設の短期大学との共用としており、延床面積 2,755 ㎡、閲覧席は

358 席の規模となっている。館内には、OPAC検索専用端末 （3 台）、自習用デスクトップ

パソコン（10 台）、グループ学習室などを設け、ラーニングコモンズとしての機能を備え

ている。また、館内貸出専用のノートパソコン（10台）を活用することで、グループでの

情報検索や情報共有が可能となっている。加えて、2 階フロアに個室セミナールームを設

け、アクティブ・ラーニング型の授業との相乗効果が期待できるようになっている。開館
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時間は、長期休業期間を除き、平日が午前 9 時から午後 8 時まで、土曜日が午前 9 時から

午後 3 時までとなっている。また、図書館は石川県大学図書館協議会等に加入しており、

国立情報学研究所や国立国会図書館をはじめとする多くの図書館との連携も含め、相互利

用協力体制が構築できている。 

 

⑪ 管理運営 

本学では、大学学則第 1 条において教育基本法及び学校教育法に従うことを謳っており、

管理運営については同第 40 条において、学部及び基礎教育機構（以下「学部等」という）

に教授会を置くことが規定されている。これに続いて、同第 41 条では教授会の構成が規

定され、同第 42 条では教授会で審議すべき事項が規定されている。また、同第 43 条では

「教授会について必要な事項は、それぞれの学部等で定める」として、教授会の定足数や

審議内容などを規定する各学部等の教授会規程が整備されている。 

今般の学科設置は既設の経済学部の中に開設するため、従来どおり各月 1 回の定例教授

会、入試区分ごとの入試教授会及び臨時教授会を開催することとする。また本学では、教

授会のもとに各種委員会が置かれており、主要な委員会には、教務委員会、学生委員会、

入学試験運営委員会、学生募集委員会などがあり、それぞれの委員は学部教員から選出さ

れる。さらに本学では、教学に関する重要事項を審議し、各学部間等の連携・調整を図る

ための機関として教学審議会を置くことが学則第 39 条の 2 で規定され、同条 3 にはその

構成員、同条 4 には審議のうえ、学長に意見を述べる事項、同条 5 には学長が教学審議会

を招集し、その議長となることが規定されている。 

また本学では委員会活動も活発であり、各学部間等の連携・調整を図るための横断的組

織として、各学部等委員会の代表者によって全学委員会が組織されている。新たに設置す

る経済情報学科の教員も上記の上位機関と連携を持ちながら、所属学生の教育・指導に専

心することとする。 

 

⑫ 自己点検・評価 

本学では、学則第 24 条の 2 において、「本学は、教育内容及び方法の改善を図るために、

自ら点検・評価を行うとともに、組織的な研修及び研究を実施するものとする。」と定め

ている。また、学校法人金沢学院大学評価委員会規程（資料 9 参照）第１条において、

「本法人は、設置する金沢学院大学及び金沢学院短期大学（以下「本学」という）での教

育水準の向上を図り、設置目的及び社会的使命を達成するため、学校教育法第 109 条及び

学校教育法施行規則第 166 条の規定に則り、教育研究活動等の状況について自ら点検及び

評価を行うとともに認証評価機関における第三者評価を受け、教育研究機関として一層の

伸展を図る。」と定めており、第２条では「前条の点検及び評価を行うため、本学に大学

評価委員会（以下「委員会」という）を置く。」としている。すなわち、本学の自己点
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検・評価は、「金沢学院大学評価委員会規程」並びに「大学自己点検・評価委員会規程」

（資料 10 参照）に基づき、大学自己点検・評価委員会が中心となって自己点検・評価が

行われている。 

 

自己点検・評価の実施体制については、大学自己点検・評価委員会規程の第 2 条、第 3

条に規定している。具体的には、当該委員会は、学長の指名する委員長を含む 10 名の委

員、並びに 1 名の担当部署職員から構成され、その任期は 2 年とするも、再任は妨げない

ものとして規定している。なお、委員長が必要と認めたときには、委員以外の者を出席さ

せ、その意見を聞くことができるものとし、広く意見を求めることができるように図られ

ている。 

また、実施方法については、第 6 条に「自己点検・評価を円滑に行うため、各学部及び

基礎教育機構に小委員会を置き、実務を行う」と規定している。実施した点検・評価内容

については、大学自己点検・評価委員会等の報告をもとに大学評価委員会が全学的なまと

めを行い、3～5 年に 1 度報告書を作成している。報告書の内容は、HP の情報公開に掲載

されている。 

報告書の結果の活用については、学校法人金沢学院大学評価委員会規程第８条において、

「委員会は、それぞれの自己点検委員会の結果の報告を踏まえ、改善が必要と認められる

事項については、その改善に努めるものとする。」と規定されており、評価委員会を中心

に改善に努めている。 

評価項目については、大学自己点検・評価委員会規程第 5条において、 

「自己点検・評価の項目は、つぎの各号に関する事項を基準に具体的な項目及び様式を委

員会で定め、大学評価委員会の承認を得るものとする。 

(1) 教育研究上の基本となる組織に関すること 

(2) 教員組織に関すること 

(3) 教育課程に関すること 

(4) 施設及び設備に関すること 

(5) 事務組織に関すること 

(6) 財務に関すること 

(7) (1)～(6)のほか、教育研究活動等に関すること」 

と規定している。 

 認証評価については、公益財団法人日本高等教育評価機構にて令和 3 年に 3 回目の受審

をしており、適合の認定を受けている。次回は令和 10年に受審予定としている。 

また、令和 7年度より内部監査室を設置し、「内部監査規程」（資料 11参照）に基づき、

業務監査、会計監査、公的研究費監査を実施し、理事会や監事に直接報告する体制をとる

ことで、不正防止と業務改善の PDCAサイクルを推進している。 

（資料 9 学校法人金沢学院大学評価委員会規程） 
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（資料 10 大学自己点検・評価委員会規程） 

（資料 11 内部監査規程） 

 

⑬ 情報の公表 

ア 大学の教育研究上の目的及び 3つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）に関すること 

本学の建学の精神は「愛と理性」、教育理念は「創造」であり、その実現のための三つ

の教育指針「ふるさとを愛し、地域社会に貢献する」「良識を培い、礼節を重んずる」「社

会の要請に応え、構想する力、実践する力を育む」を制定し、公表している。また、各学

部及び学科の育成する人材像及び 3 つのポリシーについてもホームページ上で公表してい

る。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/outline/#philosophy，情報公開＞1.学園に

関する情報>教育理念・沿革） 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/educational-goal2016/,情報公

開＞1.学園に関する情報＞教育目標・養成する人材像） 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/3policy2016/, 金沢学院大学について＞3

つのポリシー） 

 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

本学の学部学科の構成図については本学ホームページ「学部・大学院」にて公表してい

る。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/academics/#acdemics-strct，学部・大学院） 

 

ウ 教育研究実施組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

本学の学部別教員数及び年齢別教員数と研究者情報については本学ホームページ「情報

公開」にて公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞2.教員に関する情

報） 

また、個別の教員の紹介ページも別途用意しており、本学ホームページ上で確認でき

る。 
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（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/teacher/，金沢学院大学について＞教員紹

介） 

 

エ 入学者の選抜に関すること 

入学者の選抜については、本学ホームページの入試情報の「入学試験概要」に各選抜別の

試験概要のほか、募集人員、試験日程、出題方針等が記載されているほか、「資料請求」

のページにて「募集要項」が閲覧できるようになっている。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/admissions/outline/, 入試情報＞入学者選抜試験概

要） 

オ 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人

留学生の数に関すること 

本学の入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）及び入学者数等については、本学

ホームページ「情報公開」で、「入学者に関する情報」として入試情報や入学試験状況と

ともに公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞5.入学者に関する

情報） 

また、収容定員や在学生数等、卒業または修了者数や進学及び就職者数その他進学・就

職状況並びに外国人留学生の数については、同じく「情報公開」にて「学生に関する情報」

として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞3.学生に関する情

報） 

カ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

本学では、授業に関する情報として、教育課程の編成方針と教育課程表を本学ホームペ

ージ上の「情報公開」にて公表している。あわせて、学則や学生便覧も閲覧できるように

なっている。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞4.修学に関する情

報） 

また、シラバスについては web上で確認できる体制を整えており、「情報公開」ページ

からのみでなく、トップページからもアクセスできるようにしている。 

（https://cmweb.kanazawa-gu.ac.jp/campusweb/slbsskgr.do,  Web シラバス） 
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キ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

授業における評価の基準については、それぞれのシラバスに明記されている。シラバス

については上述の通り、web 上で確認できるようになっている。 

（https://cmweb.kanazawa-gu.ac.jp/campusweb/slbsskgr.do,  Web シラバス） 

また、学位授与の方針については、本学ホームページ「情報公開」にて公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/3policy2016/, 金沢学院大学について＞金沢

学院大学３つのポリシー） 

 

ク 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

本学の施設及び設備等については、本学ホームページ「情報公開」に「施設に関する情

報」として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞8.施設に関する情

報） 

また、学生の教育研究環境に関する事項としては、同じく「情報公開」で「教育・研究

活動に関する情報」として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞9.教育・研究活動

に関する情報） 

 

ケ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

学生が納付する学納金に関する情報は、本学ホームページ「入試情報」の「学納金」で

公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/admissions/schoolexpenses/，入試情報＞学納金） 

 

コ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

本学が学生の修学や進路選択に対して行っている支援としては奨学金制度や就職支援、

資格支援について、心身の健康に係る支援としては保健室やなんでも相談室の開設につい

て、それぞれ本学ホームページ「情報公開」にて公表している。 
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（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞7.学生への支援に

関する情報） 

 

サ その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報，学則等各

種規程，設置認可申請書，設置届出書，設置計画履行状況等報告書，自己点検・評価報告

書，認証評価の結果 等） 

教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報及び学則等各種規程に

関する情報は、本学ホームページ「情報公開」に「修学に関する情報」として公表してい

る。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞4.修学に関する情

報） 

設置認可申請書，設置届出書及び設置計画履行状況等報告書は、同じく「情報公開」に

「新設学部等に関する情報」として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞12.新設学部等に

関する情報） 

自己点検・評価報告書及び認証評価の結果等の情報は同じく「情報公開」に「点検・評

価などに関する情報」として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/，情報公開＞13.点検・評価な

どに関する情報） 

 

シ 学位論文に係る評価に当たっての基準 

 大学院の学位論文に係る審査体制と評価基準については、本学ホームページ「情報公開」

の「修学に関する情報」として公表している。 

（https://www.kanazawa-gu.ac.jp/aboutus/information/, 情報公開＞4.修学に関する

情報） 

 

⑭ 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

 本学では、授業の内容及び方法の改善を図るため、「金沢学院大学 FD・SD 委員会規程」

に基づき FD・SD 委員会を組織し、全学的にファカルティ・ディベロップメント（以下、

FD という）、及びスタッフ・ディベロップメント（以下、SD という）を推進する体制を構

築している（資料 12 参照）。FD の取り組みとしては、「大学専任教員対象の教員研修会」
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として、アクティブ・ラーニングを積極的に推進することを目指し様々な取り組みを紹介

しつつ、実践的な導入事例の発表やグループワークなどを実施する研修会や、新規採用の

教員に対してオンライン学習支援ツールの使用についての研修会を毎年開催し、近年では

生成 AI をテーマとした研修会も実施している。今後も、社会の動向を敏感に捉えながら、

時代に応じたテーマによる、全学 FD 研修会を開催していく計画である。また、前期と後

期に、教員相互に授業を参観しあうピア・レビュー期間を設け、併設の短期大学を含めた

学部・学科の枠を越えた授業参観を実施し、その参観記録（ピア・レビューシート）は授

業担当者に渡される「教員同士で授業を参観しあうピア・レビュー」を実施したり、授業

の内容及び方法の改善を行うため、前期・後期の学期末に学生による授業アンケートを実

施し、結果を教員にフィードバックするなどして、次年度の授業改善に役立てている。 

これらは新学科設置後も、大学として継続的に実施していく計画である。また、今後さ

らに教員の職能を高めていくために、学外における FD 研修会・研究会等の情報提供と参

加の奨励を行っていく予定である。 

（資料 12 金沢学院大学 FD・SD委員会規程） 

 

SD（スタッフ・ディベロップメント）についても、本学の将来を見据えた人材育成計画

を作成し、それに基づき必要な SDを計画的に実施することとしている。 

まず、毎年 4 月に新任者を対象とした初任者研修を実施する。この研修では、本学の建

学の精神や教育理念、教育指針等についての説明と本学の組織体制についての理解を深め

るために、各学部や各部署からそれぞれの教育内容及び業務についての説明などを行うこ

ととしている。 

その他、教職員全体に対して定期的に、併設する金沢学院短期大学や金沢学院大学附属

高等学校の教職員とも合同で SD 研修会を開催することとしている。研修会では、外部講

師や学内講師を招いての講演（講義）を行うとともに、グループワークの機会も設け教職

員同士で学びあい、研鑽していくことができる機会を設けることとしている。活動はこれ

らに限定したものではなく、急速に変化する社会の流れや地域の要請にも対応し、その都

度、必要と考えられるテーマで研修会を実施することとする。 

また、大学設置基準第 11 条に基づき、本学では、本学主催の研修会だけでなく、各種

学会や研究会、企業等が主催する研修会にも積極的な参加を促すこととしている。 

さらに、この様な学外での研修等を受講した教職員に対しては、学内において、他の教

職員に対し、その研修内容等について報告・発表する場を設けることとし、レジュメやパ

ワーポイント資料の作成や発表の経験により、単なる研修の受講で終わるのではなく、よ

り効果のある人材育成を実施している。そのため、様々な学びの機会についての情報を教

職員に周知し、教職員が自身の業務遂行上の課題解決を中心に、必要性を感じた内容につ

いて自己研鑽を進めていけるよう、学園全体で教職員の職能開発に務めていく。 
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⑮ 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

ア 教育課程内の取組 

本学では、建学の精神「愛と理性」、教育理念「創造」ならびにその実践のための具体

的指針等に基づいて、教育課程内において社会的・職業的自立に関する指導を行っている。

具体的には、本学部の学生に地域社会を支え、創生し、発展させ得る基礎能力を備えさせ

るため、また、地域における課題発見とその解決策を見出す過程を通じて、実社会に触れ、

生涯を通じた持続的な就業力の育成を目指すため、以下のような授業を設置する。 

まず、1 年次前期に「FSP 講座」を置き、企業が提示した課題に対して、グループ分け

した学生同士によりその解決策について議論し、プレゼンテーションを行う。これらの作

業を通して、自ら発言するだけでなく、他者の考えを理解し、問題解決をチームで行うこ

とができる社会人としての基礎的素養を身につけさせる。さらに、この講義で、これから

自分が学んでいかなければならないことを早い時期に認識させ、今後の専門科目での学び

を効率的にする効果も期待される。 

更に、就職に関して早期から関心を持たせることにより、主体的に社会的・職業的自立

に取り組めるよう、1 年後期に「キャリアデザインⅠ」、2 年前期に「キャリアデザイン

Ⅱ」、2年後期に「キャリアデザインⅢ」を必修科目として履修し、自分の適性や企業研究

の方法を学び、生涯を通してのキャリア設計の重要性を認識できるよう配慮している。加

えて、「就業体験（インターンシップ等）」を 1 年次より設置する。3 年次には前期に「キ

ャリアプランニングⅠ」を必修科目、後期に「キャリアプランニングⅡ」を選択科目とし

て置き、就職試験対策やエントリーシート、履歴書の作成方法など、より実践的な就職活

動の方法について学んでもらうことで、納得のいく就職活動ができるようにサポートする。 

 

イ 教育課程外の取組 

社会的・職業的自立を図るための教育課程外の取組みとして、本学部では学内の就職支

援部と緊密に連携して、以下のような講座や行事を行っている。 

就職支援としては、1 年次から受講可能な「KGC 講座(金沢学院キャリア講座)」によっ

て、段階的に目標に応じた教養力・専門能力を培うことができる。1 年次は幅広く学びを

深めることを目的に希望の就職先を問わず基礎を学び、2 年次からは公務員コースと民間

コースに分かれ、3年次には公務員コースも行政、公安（警察･消防など）に分かれてより

専門的に具体的に学ぶことができる。また、民間コースは 80％以上の企業が WEB試験を導

入していることから、2025 年から e ラーニングシステム「KG ドリル」を導入し、本番に

近い形で学べる環境を整えている。また、解けない問題を個別に専門講師に質問できる

「KG寺子屋」を設け、理解を徹底的にサポートしている。 
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就職活動が解禁される前に、学生が円滑に就職活動を進めていくための支援をするとと

もに、学生・ゼミ担当等教員・就職支援部職員との三者面談を随時実施し、よりきめ細や

かな就職活動の支援を個別に行っている。 

就職活動が解禁された後には、本学単独の合同企業説明会を数回、また個別企業説明会

を随時学内で実施することにより、学生にさまざまな企業と直接接触する場を提供するだ

けでなく、学生と教員・職員が密に連絡を取り合うことで、学生一人ひとりの就職活動の

把握に努め、必要に応じて面接の練習やエントリーシートの添削指導なども実施している。

また、就職指導部では就職活動にあわせた独自のガイダンスや就職合宿を行ており、学生

の速やかな就職活動への移行をサポートしている。 

また、1 年次後期からは学部をまたいで学生が自主的に参加できる「キャリアフロント

ランナープログラム」を実施している。これは、1 年次後期から 2 年次の学生を中心に就

職力アップを図るプログラムであり、入学当初から希望する職種に就職するための準備が

できるよう教員が指導にあたる体制も整えている。 

 

ウ 適切な体制の整備について 

本学部は、教育課程内、教育課程外の両方の取り組みを関連・融合させた指導体制を採

っている。グループアドバイザー制度を取り入れ、一人の教員が 10 名程度の学生を担当

し、授業内外においていつでも気軽に相談できる体制を整えており、個々の事案について、

教員と職員が情報を共有し、学生のために協働できるよう、学生一人ひとりの適性を考慮

したきめ細やかな指導を実施している。 

ー設置の趣旨（本文）ー36ー



p.2

p.3

p.4

p.5

p.6

p.7

7 p.8

p.14

p.16

10 p.18

11 p.20

12 FD SD p.24

ー設置の趣旨（資料）ー1ー



( )

AI

DX

AI

ー設置の趣旨（資料）ー2ー



( )
. 1

2

3

. BYOD

PBL

.

AI

ー設置の趣旨（資料）ー3ー



( )
. 1

2

3

. BYOD

PBL

.

.

.

.

ー設置の趣旨（資料）ー4ー



ー設置の趣旨（資料）ー5ー



2

2 2

2 2

2

2 2 2 2 2 2

10 6 2 2 2 2 0 0 24

2 2 2 2

2 2 2

2

2 2 2 2 2 2

2 2 2 2

2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2 2

2 2 2 2

4 2 2 2 2

2 8 8

12 20 24 14 14 14 4 2 104

22 26 26 16 16 16 4 2 128

ー設置の趣旨（資料）ー6ー



2026/6/30

ー設置の趣旨（資料）ー7ー



7

342

ANA CCI

AOI LDH JAPAN 

As-me NTT

Beta Computing PFU 

EIZO

FIDIA SOLUTIONS

IR

JA

JA

KOYO

NTT

SMBC

TOPPAN

ー設置の趣旨（資料）ー8ー



ー設置の趣旨（資料）ー9ー



PFU 

TT

AHB MD 

AOI 

CK

DI Palette 

JUN 

KThingS 

LITALICO 

LOIVE 

MINAMI 

NEXT 

nobitel 

PAL 

ー設置の趣旨（資料）ー10ー



ー設置の趣旨（資料）ー11ー



ー設置の趣旨（資料）ー12ー



ー設置の趣旨（資料）ー13ー



○学校法人金沢学院大学就業規則＜採用及び定年に関する事項の抜粋＞ 

 

 

（略） 

 

    第４章 採用・休職・退職・解雇 

     第１節 採用 

第 44条 教職員の採用は、人事委員会の議を経て、理事長が任命する。 

２ 人事委員会規則は別に定める。 

３ 満 60歳を過ぎた者の採用については、期間は５年以内を原則とする。ただし、

必要に応じて期間を延長することができる。 

第 45条 採用にあたって１カ年未満の試用期間を設けることがある。試用期間中又

は試用期間満了の際、引き続き就業させることを不適当と認めた場合には解雇す

る。試用期間はこれを勤務年数に加える。 

第 46条 次の各号の一に該当する者は教職員に採用しない。 

 (1) 満 18歳未満の者 

 (2) 懲戒解雇に付され２年を経過しない者 

 (3) その他不適当と認める者 

 
 
（略） 
 

     第３節 定年・退職・解雇 

第 54条 教職員は次の各号に定める定年に達した年の年度末に退職する。 

(1)  教授・校長は満 65歳とする。 

(2) その他の教職員は満 60歳とする。 

(3) 学校法人金沢学院大学評議員を 2期 4年以上務めた教職員及び定年に達した

年の年度末まで評議員の任にある教職員は、原則として定年年齢に 2年延長した



年度末を定年とすることができる。ただし、同条 1号に該当する者については 70

歳を、同条 2号に該当する者は 65歳を、それぞれ超えないものとする。 

(4)  特に在職を必要と認めた場合、定年を延長することがある。期間はその都

度、理事長が決定する。 

第 54 条の２ 前条第１項第 2号により定年退職となる教職員について、本人が希望

し、第 55条第 1項の退職事由または第 56条第 1 項の解雇事由に該当しない者につい

ては、65 歳に達した年の年度末まで継続して雇用する。 

２ 再雇用に関する事項については、再雇用規程に定める。 
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